
総価契約単価合意方式について

平成２２年３月

国土交通省 四国地方整備局

資料－１

建設業者の生産性の向上について

入札契約
段階

精算段階

施
工
中

適正価格での契約の推進
①総合評価方式
地域への貢献や地域の精通度の評価を向上（地元優良企業の評価向上）

②ダンピング対策
国 ： 低入札調査基準価格を上回る応札者でも、施工体制が確保されるか厳格に確認し、

工事の品質が確保されないような価格での受注を排除。

地方：低入札調査基準価格の見直しを促進（現在、６４都道府県・政令市中４０自治体が未対応）

低入札調査の実施手法に関するガイドラインを作成し、低入札調査の実効性を向上

③不調・不落対策
見積もり活用型積算方式の活用により、実勢価格を予定価格により一層反映

生産性悪化要因の排除

①ワンデーレスポンス
施工者からの質問に対して迅速に回答する「ワンデーレスポンス」を拡大し、工期を短縮化

②設計施工調整会議（三者会議）
発注者・設計者・施工者からなる「三者会議」で情報共有を促進し、工事の手戻りを防止

③工事関係書類の簡素化
電子媒体・紙媒体の二重提出の防止の徹底等により、受注者側事務の増加を防止

追加費用の適正な支払いの徹底

①契約変更の円滑化
・設計変更ガイドライン等を周知徹底し、契約変更の対象となる事案を明確化
・受発注者間で「設計変更協議会」を開催し、契約変更の透明性・効率性を向上
・間接工事費見積り活用変更方式により、安全費等を契約変更の対象に拡大 １



施工プロセスの適正化に向けた取り組みの位置づけ（全体）

設計変更の一層の適正化 キャッシュフローの確保

コミュニケーション
の確保

出来高部分払いを
選択しやすい
環境の整備

工事書類
の簡素化

・ワンデーレスポンス
・設計施工調整会議
・設計変更協議会
の運用

総価契約単価合意方式の
本格導入

検査の効率化
（施工プロセスを通じ
た検査において実施）

設計変更額の
積算方式の改善
（新規工種）

運用基準
の明確化

設計変更ガイドライン
などの作成と周知

・ＡＳＰの導入
・全ツールの
ワン・パッケージ化

・運用の改善

設計変更ガイドライン
などの契約図書化

【テーマ】

【目的】

【H20まで】

【H2２】

従前手法の改善事項

新規事項

片務性の排除

支払額
の適正化

生産性阻害要因の排除

土木工事書類作成
マニュアル（案）
の作成と周知

●フォローアップ
によるマニュアル（案）
の改善
●CALS/ECの本格化

２

・工事書類のやりとりの効率化
・意思決定過程の明確化
・電子納品の編集の円滑化
・新しい現場関係の再構築

発注者と受注者のコミュニケーション向上施策を

建設業の生産性効率化につなげるための総合的な取組

設計施工調
整会議

ワンデー

レスポンス

設計変更

審査会
電子納品

トータルプロセスを情報共有システム（建設系ＡＳＰ※）で効率的に実施

変
更
契
約

当
初
契
約

スケジュールの共有 工事書類の作成・提出・検索・閲覧

ファイルの一括管理

掲示板（協議内容の共有） ワークフロー（決裁迅速化、明確化）

電子納品データの作成支援

※ アプリケーション・サービス・プロバイダ

公共工事の施工中における、スケジュールや工事書類管理
共有機能、決裁機能（ワークフロー）、電子納品データの作
成支援機能を備えたアプリケーションソフトをインターネットを
通じて公共工事の受発注者にレンタルする事業者。

公共工事総合プロセス支援システム（案）
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【平成１８年度 】 北海道で１５件の試行工事を実施
【平成１９年度 】 全国の直轄工事で約２，５００件以上で実施、フォローアップ

【平成２０年度 】 フォローアップ結果を踏まえさらに対象工事を拡大（約４，０００件程度）

【平成２１年度 】 全直轄工事で実施予定

１日以内に回答
（完璧な回答が不可能な場合は、何らかの回答。）

発注者
相談

回答

受注者
職場内での

迅速な意見交換

施工方法の検討、設計変更等

相談内容の
資料作成

●問題認識の明確化（工期が１日延びる損失を相互に認識）
●発注者と受注者の情報共有（連携強化）

国民

発注者 受注者

●業務能率向上 ●工期短縮によるコスト縮減
●企業の経営向上

●経済効果（インフラの早期完成）
●国民満足度の向上

●施工品質の向上

●受発注者双方の意識改革
●経験や技術力の伝承

三方良しの
公共事業

◆ワンデーレスポンス（円滑な意思疎通）

４

１．設計施工調整会議（三者会議）の目的

工事目的物の品質確保を目的として、施工段階において、発注者（設計担当・工事担当）、設

計者、施工者の三者による『三者会議』を実施し、設計思想の伝達及び情報共有を図る。

２．設計施工調整会議（三者会議）による品質確保・向上の概要

設計施工調整会議は、施工者が設計図書を照査した後に、施工計画書の作成前に開催する

ものとし、発注者（設計担当、工事担当）、設計者（管理技術者等）、施工者（現場代理人等）が出

席する。

会議では、発注者（設計担当）・設計者から設計思想や施工上の留意事項等を説明するととも

に、施工者から設計図書に対する質問や現場条件に適した技術提案などを受ける。

原則として構造物が主体の工事を対象とする。

発注者
（設計担当、工事担当）

発注者
（設計担当、工事担当）

設計者 施工者

設計施工
調整会議設計思想の伝達 設計図書への質問

新たな技術提案

全体調整

設計思想の伝達及び情報共有設計思想の伝達及び情報共有

⇒ 工事目的物の品質確保・向上、工事の手戻りの防止

【H17年度】 全国での試行を開始

【H19年度】 構造物が主体の工事を対象

に、可能な限り三者会議を実施

（約1,500件実施）

【H20年度】 約2,000件の実施（予定）

◆設計施工調整会議（設計思想の共有化）
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【目的】設計変更手続きの透明性と効率化。

【対象】基本的に全ての工事が対象。

【取組状況】

・ 平成１７年度より関東地方整備局において試行。

・ 平成２０年度中に、全ての整備局等で設置。

発注者

・設計変更の妥当性の審議
（設計変更ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの活用）

・設計変更手続きに伴う工事
中止の判断等

設計変更、先行施工承認に反映

施工者

・（技）副所長
・工務課長
・主任監督員

等

・現場代理人
・監理技術者

等

◆設計変更協議会（審査会）（円滑な意思疎通）

設計変更協議会（審査会）

６

土木工事設計変更ガイドライン（ルールの明確化）

■ 作成の背景

■ 掲載内容

■ 設計変更が可能なケース
・予期しえなかった土質条件や地下水位等が現地で
確認された場合
・請負者の責によらず、工事着手出来ない場合
・「設計図書の照査」の範囲を超える作業を実施する
場合

等

■ 設計変更が不可能なケース
・請負者が独自に判断して施工を実施した場合
・協議の回答がない時点で施工を実施した場合

等

■その他
変更手続きフロー、設計変更の考え方 等

●各発注担当者等が設計変更の課題と留意点について十分理解することが必要。
（設計変更に係る諸問題）

●条件明示が不十分、一式計上の事項、設計図書、設計変更範囲が不明確等、
受発注者間に認識の相違有り
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工事一時中止に係るガイドライン（ルールの明確化）

・ 一部の工事で協議等が未了な場合でもやむを得ず条件明示を行い発注

・ 工事の一時中止の指示を行っていない工事が見受けられ、受注者の現場管理費
等の増加や配置技術者の専任への支障が生じているという意見

・ 一時中止に係るルールを明確にすることにより、適正な対応を促進

■ 作成の背景

■ 掲載内容

■工事中止に係る基本的な流れ（基本フロー）

■発注者の中止指示の義務
請負者の責に帰することができない事由により工事を施工
できないと認められる場合

■中止の指示・通知
中止の対象となる工事内容、工事区域、中止の見通し等の
中止内容を請負者に通知。

■工事現場管理に関する基本計画書の作成

■請負代金額又は工期の変更

■増加費用の考え方
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◆評価と今後の対応【ワンデーレスポンス】

◆「工程管理の適正化」には大きな効果があると考えられ、結果的
に品質向上、利益率向上に寄与できる。

◆「良かった」「今後も継続してほしい」という意見が多い。
→Ｈ２１年度より、全ての工事をワンデーレスポンスの対象として
いるが、実質形骸化してきているという業界からの意見もあり。
→趣旨を十分認識いただき、今後とも適切な対応をお願いしたい。

◆「発注担当課を含めた取り組みとしてほしい」という意見が多い。
→現場だけでなく、発注担当課もワンデーレスポンスの趣旨を認
識し、組織一体として取り組むこと。

◆「書類作成に時間を要する」という意見が多い。
→原則、既存図面に手書きとするなど、既存資料の活用を徹底す
ること。

四国地方整備局アンケート結果を受けて
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①施工者側に、円滑施工のための情報が増加する。また、設計者側にも、
「重大な瑕疵の回避」、「技術力向上」などメリットがあると考えられる。

②「実施して良かった」という意見が多いが、未だ「3者会議として」実施し

ていない工事が７０％以上ある。
→「設計思想の伝達及び情報共有」が目的であるので、設計成果に基づ
き発注した工事については原則全て実施のこと。

③「書類作成に時間を要する」との意見が多い。
→原則既存図面に手書きとするなど、既存資料の活用を徹底すること。

④「発注者は現場の状況を把握しておいてほしい」という意見が多い。
→「現場で設計施工調整会議を開催する」という方法もある。効率的に実
施できるよう工夫すること。

◆評価と今後の対応【設計施工調整会議】

四国地方整備局アンケート結果を受けて
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①受発注者のコミュニケーション向上、設計変更手続きの透明化に寄与
できる。

②「良かった」「今後も継続してほしい」という意見が多いが、「設計変更
協議会を実施（予定含む）した」という工事は全体の３０％しかなく、未だ
本取り組みが浸透していない状況。
→基本的に全ての工事を対象として、積極的に実施を図ること。

③「書類作成に時間を要する」という意見が多い。
→原則既存図面に手書きとするなど、既存資料の活用を徹底すること。

④「発注者は現場の状況を把握しておいてほしい」という意見が多い。
→「現場で設計変更会議を開催する」という方法もある。効率的に実施で
きるよう工夫すること。

◆評価と今後の対応【設計変更協議会】

四国地方整備局アンケート結果を受けて
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出来高部分払方式及び総価契約単価合意方式の大幅な拡大

総価契約単価合意方式とは

工事請負契約における甲乙の双務性の観
点から、変更があった場合の金額の算定や
部分払金額の算定を行うため、工事の細別
毎の単価について、総価契約の内訳として
前もって協議・合意しておくことにより、円滑
な契約変更を行うもの。

出来高部分払い方式とは（請負者選択制）

出来高に応じた部分払を行う工事については、
請負代金額の40%以内を前払金として分割

で支払い、請負者の請求により、出来高に応
じた部分払を支払うことが出来る

キャッシュフローの適切な確保のために、「出来高部分払い方式」を選択しやすい環境整備

そのための施策のひとつとして、「総価契約単価合意方式」を本格導入

＋

合意単価に基づき支払

※あわせて、検査の効率化を図る

0

50

100

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

請負者への部分払い

請負者への支払（前払金及び完成払）

請負者への支払済累計

請負者の出来高累計

前払金払 前払金払 完成払

部分払 部分払

２０％以内 ２０％以内
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「施工プロセスを通じた検査」の見直しの方向性（イメージ）

・
出
来
形
検
査

・
品
質
検
査

（
給
付
を
伴
う
検
査
）

施
工
プ
ロ
セ
ス

の
確
認

既
済
部
分
検
査

中
間
技
術
検
査

（
既
済
部
分
検
査
）

完
成
検
査

・
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形
（
寸
法
）
確
認

・
品
質
（
材
料
）
確
認

・
施
工
方
法
確
認
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査

（
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部
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検
査
）

既
済
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分
検
査

既
済
部
分
検
査

既
済
部
分
検
査

既
済
部
分
検
査

総括検査職員（本局）

既
済
部
分
検
査

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎○

◎

○

施工プロセスの確認：
既済部分検査：
中間技術検査：
完成検査：

日々実施
１回/２ヶ月程度実施
工期で２回以上実施

工事完了時

主任検査職員（事務所）

品質検査員 ○○○○○○○○

○

・
契
約
履
行
・施
工
管
理

・
出
来
形
検
査

・
品
質
検
査

（
給
付
を
伴
う
検
査
）

◎◎

・ 単価の合意（総
価契約単価合意
方式）
・ 出来高確認の
目安（マイルス
トーン）の設定
・ 既済部分検査
で行う内容の認
識の共有

・ 確認頻度の見直し

・ マイルストーンの活用
・ 検査方法の効率化（チェックリストの活用）

・ 検査方法の効率化
（チェックリストの活用）

事
前
合
意

事前合意の徹底

施工プロセス確認業務
の見直し

既済部分検査の効率化

中間技術検査の効率化

設計変更の円滑化（設計変更審査会の開催等）共通事項 １３


